
松本地区労組会議データ File  通算 No.180 
2016/1/5 松本地区労働組合会議 〒390-0811 長野県松本市中央 4-7-22 松本勤労会館内 

Tel: 0263-33-9513/Fax: 0263-33-6000/Email: ape03602@go.tvm.ne.jp 

 

謹賀新年 
 旧年中に賜りましたご厚情とご支援に心か

ら感謝と敬意を申し上げます。昨今の労働法制

の改悪など労働者をとりまく情勢は厳しくな

るばかりですが、引きつづき生活・労働相談の

センターとして、市民生活と雇用を守る活動に

全力をあげてまいりますので、よろしくお願い

申し上げます。 

 

  ２０１６年元旦                       

     理事長  小原 春美 

     専務理事 荒井 宏行 

     理事・専任相談員 引地 強一 

      同・特別相談員 小松 清志 

ほか役員一同 

  

     ＮＰＯ法人 ユニオンサポートセンタ

ー  

     〒390-0811 
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２．改革へ「家電」に大ナタ  計１万人削減へ  
2015/12/21 20:00 日経デジタル 

記者会見する東芝の室町社長（21 日午後、東京都港区） 

 東芝がついに改革の「本丸」部門に大ナタを振るう。21日、テレ

ビ・白物家電などのライフスタイル部問で約 6800人を合理化す

ると発表した。他部門を含め約１万人の削減となる。不振部門の

合理化にメドをつけて、来期以降の全社のＶ字回復につなげる。 

■「家電」部門で6800人合理化 

東芝は 21 日、テレビや白物家電などで構成するライフスタイル部門で約6800人の合理化を実施する構造改革策

を発表した。 
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2015年３月末時点で約２万４千人いる同部門の人員を早期退職や社内での配置転換、社外への移籍などで整理

する。 

国内外の拠点再編では、テレビやパソコンの開発拠点がある青梅事業所（東京都青梅市）を閉鎖し、不動産を売

却する方針。 

東芝、テレビや白物家電などで6800人合理化 16 年３月期（12 月 21 日） 

■パソコン事業は子会社に一部移管 

東芝は 21 日、パソコン事業の一部を分割し、100％子会社の東芝情報機器に移管すると発表した。 

分割の対象は社内カンパニーのパーソナル＆クライアントソリューション社で、パソコンやタブレット、法人向けソリ

ューション商品の開発・製造・販売を手掛けている。 

東芝、パソコン事業を子会社の東芝情報機器に移管（12 月 21 日） 

■インドネシアの家電工場売却で合意 

綱川智副社長は 21 日開いた記者会見で、インドネシアにあるテレビと洗濯機工場を中国家電大手の創維集団（ス

カイワース）に売却することで合意したことを明らかにした。 

東芝、インドネシア工場をスカイワースに売却 中国家電大手（12 月 21 日） 

 

テレビ、パソコン、白物家電からなるライフスタイル部

門は、収益力の衰えが最も激しい事業のひとつだ。 

会計不祥事の期間を含む09 年３月期～15年３月期

に、固定資産の価値を強制的に切り下げる減損処理と

事業撤退で合計 850億円の損失を計上。固定費を大

幅に減らしてきたが、売り上げが低迷し苦戦続きだ。 

部門赤字は 14年３月期の 546億円から15年３月期は

1097億円に膨らみ今上期も425億円に上った。同部門

の不振が響き16 年３月期の連結営業損益は2000億

円を上回る赤字（前期は1704億円の黒字）になりそう

だ。 

東芝、家電に大ナタ 16 年３月期のリストラ費2000億

円超（12 月 20 日） 

コーポレート部門でも再配置や配転で1000人を別途整

理する。 

すでに発表している半導体部門を含め、人員削減規模

は約１万人となる。 

東芝、テレビや白物家電などで6800人合理化 16年３

月期（12 月 21 日） 

■まず10 月に半導体部門改革を発表 

東芝は 10月 28 日、スマートフォン（スマホ）などに使う
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画像用半導体の生産設備をソニーに売却すると正式発表した。 

リストラはシステムＬＳＩ（大規模集積回路）と単機能半導体（ディスクリート）の赤字２事業が対象だ。 

 

システムＬＳＩでは大分工場の「ＣＭＯＳ（相補性

金属酸化膜半導体）センサー」の生産設備を

2015年度中にソニーに売却する。大分工場は

子会社の岩手東芝エレクトロニクス（岩手県北

上市）と16 年４月に統合する。 

ディスクリートでは子会社の加賀東芝エレクト

ロニクス（石川県能美市）の白色発光ダイオー

ド（ＬＥＤ）生産を15 年度末にやめる。 

一連のリストラでソニーに最大1100人の技術

系社員が転籍する。 

東芝、半導体改革にメド 家電が次の焦点に 

ソニーにセンサー売却発表（10 月 29 日） 

■16 年３月期、5500億円の最終赤字見通し 

（21日に）16年３月期の連結業績見通しも発表

した。リストラ費用の計上などが響き、最終損

益は 5500億円の赤字（前期は378億円の赤

字）とした。赤字額は東芝で過去最大となる。 

営業損益も3400億円の赤字（前期は1704億

円の黒字）となりそうだ。 

東芝、テレビや白物家電などで6800人合理化 

16 年３月期（12月 21 日） 

 

■室町社長「痛み伴うが断行」 

東芝の室町正志社長は 21 日、早期退職や配置転換を含め、

2016年３月期中に合計で約１万人の人員削減を実施することに

ついて「痛みを伴うが、今このタイミングで断行する必要がある

と判断した」と強調した。 

来年からのＶ字回復が最大の責務だ」と述べた。 

医療機器などを手掛けるヘルスケア事業について「外部資本を

入れることで成長を遂げたい」と言及した。 

東芝の室町社長、１万人削減「痛み伴うが断行」（12 月 21 日） 
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東芝、最大7000 人削減 家電部門 青梅事業所を縮小（12 月 14 日） 

■家電、「止血」後の成長シナリオ描けるか 

不振事業で思い切った損失を計上してコスト構造を見直し、翌期からの業績改善につなげるのは、日立製作所や

パナソニック、ソニーといった大手電機のリストラでも見られた手法だ。 

ただ東芝がライフスタイル部門で扱う消費者向けの製品は

景気の影響を受けやすいうえ、圧倒的な量と低価格で攻め

てくるアジア勢との競争が激しく利益が出にくい分野だ。

「止血」に成功した後の成長シナリオを描くのは簡単ではな

い。 

東芝、家電に大ナタ 16 年３月期のリストラ費2000億円超

（12 月 20 日） 

■担当の監査法人、行政処分へ 

東芝の会計不祥事を巡り金融庁は18 日、会計監査を担当

した新日本監査法人に行政処分として新規営業などの業

務停止を命じる方向で最終調整に入った。期間は３カ月。

合わせて監査法人に対して初となる課徴金20 億円を科す

方針。 

新日本監査法人の英（はなぶさ）公一理事長（57）は責任を

取って辞任する見通しだ。 

新日本は上場企業約 1000社の監査を担う国内最大手。 

 

Ώ ΐ ─ ─⁸ ה

⌐ ∆

╢ ─ ₄ ₅ 
（韓国民衆言論 統一ニュース 2015年 12月 30日付） 

 ▶写真 韓国挺身隊問題対策協議会は、12月 30 日、今

年亡くなった日本軍慰安婦追悼会、また第1211次水曜示

威を開催、28 日の韓日両国外交長官会談の合意を認め

る事は出来ないと言う意思を明らかにした。（出処 統一ニ

ュース） 

今回の韓・日合意は、 

●関与水準（の問題）でなく、日本政府が犯罪の主体だと言う事実と、‘慰安婦’犯罪の不法性を明確にし

なかった。 

●安倍が、内閣総理として直接謝罪しなければならないにも拘わらず、‘代読謝罪’にとどまり、謝罪の対
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象も、あまりにも曖昧だ。 

●‘日本軍‘慰安婦’犯罪に対する責任の認定と賠償など後続措置作業は、財団を設立する事でその義

務をこっそりと被害国政府に押し付け、手を切ると言う意図が見える。 

●「合意」では、日本国内でしなければならない日本軍‘慰安婦’犯罪に対する真相究明と歴史教育など

の再発防止措置に対しては、全く言及しなかった。 

●駐韓日本大使館前の平和碑（少女像）は、そのどんな合意の条件や手段となる事は有り得ない。日本

軍‘慰安婦’問題解決と平和を叫んで来た水曜示威の精神を称賛する生きた歴史の象徴である。 

 

今日、日本軍‘慰安婦’問題解決の為の韓・日外交長官会談が開かれ、ついにその合意案が発表された。

日本軍‘慰安婦’被害者達と国民は、光復70年を何日も残さず開かれた今回の会談が、正しく速やかな

日本軍‘慰安婦’問題解決に至る事を、切に念願して来た。 

今回の会談発表に依れば、第一に、‘慰安婦’問題に対し日本政府が責任を痛感すると言う事と、第二に、

安倍総理の内閣総理としての謝罪表明、第三に、韓国政府が設立する被害者支援の為の財団に、日本

政府が資金を一括拠出し以後両国が協力し、事業をして行くと言うものだ。 

例え、日本政府が責任を痛感すると明らかにしたとしても、日本軍‘慰安婦’犯罪が、日本政府と軍に依っ

て組織的に恣行された犯罪だという点は、今回の合意で探してみる事は難しい。関与水準（の問題）でな

く、日本政府が犯罪の主体だと言う事実と、‘慰安婦’犯罪の不法性を明確にしなかった。さらに、安倍総

理が日本政府を代表し、内閣総理として直接謝罪しなければならないにも拘わらず、‘代読謝罪’にとどま

り、謝罪の対象も、あまりにも曖昧で、‘真情性が盛られた謝罪’だと、到底受け入れるのは難しい。 

また、今回の発表では、日本政府が日本軍‘慰安婦’犯罪の加害者として日本軍‘慰安婦’犯罪に対する

責任の認定と賠償など後続措置作業を積極的に履行しなければならない事（に対して）も、財団を設立す

る事で,その義務をこっそりと被害国政府に押し付け、手を切る（関係を断つ）と言う意図が見える。そして、

今回の合意は、日本国内でしなければならない日本軍‘慰安婦’犯罪に対する真相究明と歴史教育など

の再発防止措置に対しては、全く言及しなかった。 

何よりも、曖昧で不完全な合意を出させる為に、韓国政府が掲げた約束は、衝撃的だ。韓国政府は、日

本政府が表明した措置を着実に実施すると言う事を前提に、今回の発表を通して日本政府と一緒に、こ

の問題が最終的且つ不可逆的に解決される事を確認し、駐韓日本大使館前の平和碑（少女像）に対し、

公館の安寧/ 威厳の維持の為に、解決方案を探るものであり、互いに国際社会で非難/ 批判を自制する

と言うものだ。升を受け取る為に斗を与えてしまった韓国政府の外交振る舞いは,まさに屈辱的だ。 

日本軍‘慰安婦’問題解決の為の協議に臨みながら、平和碑撤去と言う呆れた条件を掲げ、真情性を疑

う様にした日本政府の要求を、結局受け入れた事も足りなくて、今後日本軍‘慰安婦’問題を口にすること

もしないと言う韓国政府の姿は、まことに恥ずかしく、失望する。 

平和碑は、そのどんな合意の条件や手段となる事は有り得ないのは明白である。平和碑は、被害者達と

市民社会が、千回を超える水曜日を守り通し、日本軍‘慰安婦’問題解決と平和を叫んで来た水曜示威

の精神を称賛する生きた歴史の象徴であるとともに、我々の公共の財産だ。 

この様な平和碑に対し、韓国政府が撤去、また移転を云々したり介入する事は、あり得ない事である。さ

らに、被害者達と市民社会が受け入れる事が出来ない今回の合意について、政府が最終解決の確認を



する事は、明白な越権行為であり、光復70年の終わりの数日を控えたこの厳粛な時期に、被害者達を、

もう一度途方な苦痛に追いやることだ。 

この間、日本軍‘慰安婦’被害者達と支援団体、そして国民の熱望は、日本政府が日本軍‘慰安婦’犯罪

に対し、国家的で法的な責任を明確に認定し、それに依る責任を履行する事で、被害者達の名誉と人権

を回復し、また再びこの様な悲劇が再発されない様にすると言う事だった。 

しかし、今日、韓・日両国政府が取り出したこの合意は、日本軍‘慰安婦’問題に対する被害者達の、そし

て国民達のこんな希望に、徹底して背信した外交的談合に違いない。 

日本軍‘慰安婦’問題は、韓・日間の真情な友好と平和の為に解決されなければならないし、被害者達が

一人でも生きている時に解決しなければならない優先かだいであるが、決して、原則と常識を破り、時間

に追われる様に決着をつけると言うのはだめだという点を重ねて強調する。 

去る2012年、第12次日本軍‘慰安婦’問題解決の為のアジア連帯会議で、各国被害者達と一緒に、国

内の市民社会と一緒に、正しい問題解決の為の努力を更に傾注して行くことを明らかにする。 

2015年 12月 28 日 

韓国挺身隊問題対策協議会 

                                              （訳 柴野貞夫） 

⁸ ╡ ⅜  ≢

  
2016 年 1 月 3 日 05 時 00 分  朝 日  

 米軍普天間飛行場（沖縄県宜野湾市）の同県名護市辺野古への移設計画で、防衛省が直近の２年間

に発注した移設事業９３６億円分のうち、少なくとも８割にあたる７３０億円分を、同省・自衛隊の「天下り」

先業者やそれらの業者が加わる共同企業体（ＪＶ）が受注していた。朝日新聞の調べでわかった。 

 朝日新聞は、辺野古周辺の埋め立てを仲井真弘多（ひろかず）・前知事が承認した２０１３年１２月以降

について、沖縄防衛局が発注した移設事業の受注業者を調査。防衛省が公表している再就職先の資料

を分析し、受注業者側にも直接取材した。 

 その結果、１４年１月から１５年１１月までに移設事業を受注した計６４社のうち、少なくとも２５社が最近

１０年間に防衛省・自衛隊のＯＢを受け入れていた。２５社のうち少なくとも１１社には現在も在籍してい

た。 

 受け入れたのは受注額の大きい業者が多く、金額ではこれら２５社の業者の受注が全体の７８・０％を

占めた。取材に回答しなかった業者もあり、実際はより高率の可能性もある。これらの天下り先業者が受

注した４７件を分析すると、落札率は平均で９２・８％。中には１００％近いものもあった。 

 移設事業は、埋め立てや護岸整備などの「工事」と、設計や環境調査、警備などの「業務」に大別され、

天下りは特に「業務」で目立った。「業務」について天下り先業者が受注した３４件のうち半数の１７件は、

随意契約の一種である「公募型プロポーザル」「簡易公募型プロポーザル」の方式で発注されていた。 

 「工事」のうち埋め立て本体工事など大規模なものの多くは、大手ゼネコンと地元企業など２～３社でつ

くるＪＶに発注されたが、いずれのＪＶでも少なくとも１社が天下り先だった。ＪＶを構成する３社すべてに防

衛省・自衛隊ＯＢがいたケースもあった。 

 防衛省職員や自衛官の再就職は、０６年の旧防衛施設庁談合事件を受け、事件関係企業について「職

員の再就職を全面的に自粛する」とする事務次官名の通達が０６年６月に出された。防衛省によると、対
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象は自衛官やＯＢもすべて含み、企業は建設会社約６０社。朝日新聞の取材で、通達に抵触する例もあ

った。 

 （大谷聡） 

 ■「適正と認識」 

 ＜防衛省の話＞ 建設工事の契約手続きについては、関係規則にのっとり適正に行われているものと

認識しており、防衛省職員の再就職と普天間飛行場代替施設建設事業にかかる入札の落札率との間に

因果関係があるとは考えていない。 

 ■受注と天下りの例 

【受注業者】五洋建設（東京）、清水建設（同）、みらい建設工業（同）のＪＶ 

【再就職者と天下り先での役職】航空自衛隊幹部学校副校長（顧問）、防衛局長（社外監査役）ら 

【工事・業務の内容】ケーソン（埋め立て用のコンクリート製構造物）新設工事 

【契約金額】２０７億１千万円 

【落札率】９０．０９％ 

【発注方式】一般競争入札 

【受注業者】綜合警備保障（東京） 

【再就職者と天下り先での役職】警務隊長（参与）ら 

【工事・業務の内容】陸上警備 

【契約金額】１９億３千万円 

【落札率】９９．８０％ 

【発注方式】一般競争入札 

【受注業者】いであ（東京） 

【再就職者と天

下り先での役

職】南関東防衛

局部長（顧問）ら 

【工事・業務の内

容】水域生物等

調査 

【契約金額】４億

２千万円 

【落札率】９８．６

５％ 

【発注方式】公募

型プロポーザル 
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